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米国輸出管理規制アップデート～エンティティ・リストの更新～ 
 弁護士 塚本 宏達 

弁護士 下村 祐光 

はじめに 

2021年 7月 12日、米国商務省産業安全保障局（the U.S. Department of Commerce’s Bureau of Industry 
and Security）は、米国の国家安全保障上懸念のある個人・法人等のリストであるエンティティ・リストに 34の
主体を追加するための最終規則（以下、「本最終規則」といいます。）を公表しました 1。本最終規則は即日効力を
生じるものとされており、追加された主体の内訳は、カナダ、中国、イラン、レバノン、オランダ、パキスタン、
ロシア、シンガポール、韓国、台湾、トルコ、アラブ首長国連邦、英国の主体が含まれています。 

 
本ニュースレターではこのエンティティ・リストのアップデートについて簡単に紹介します。 

本最終規則の内容 

エンティティ・リストとは、米国輸出管理規則（Export Administration Regulations 、以下「EAR」といいま
す。）のもとで整備されている、米国の国家安全保障や外交政策に反する活動に関与していると考えられる個人、
法人及び団体等のリストのことをいいます 2。エンティティ・リストでは、エンティティ名とともに、当該エンテ
ィティに対して輸出等を行う際に許可の対象となる品目・当該エンティティに対する輸出等の許可が申請された場
合の当局の検討方針等がリストの形式で整理されています。こうしたエンティティ・リスト掲載者への輸出規制は、
購入者、中間荷受人、最終荷受人又はエンド・ユーザー等の立場で当該エンティティ・リスト掲載者が取引に関与
する場合に適用されます。 

 
今回 China Academy of Electronics and Information Technology他中国の 14の主体は、新疆ウイグル自治

区での人権抑圧活動や強制労働、先端技術による当該自治区の監視に関して、中国政府に加担したことを理由とし
てエンティティ・リストに追加されました。 

 
その他に、①EAR に違反するイランへの米国製品の輸出に関与していることを理由として、Modern 

Agropharmaceuticals & Trade Establishment等が、②人民解放軍（People’s Liberation Army、PLA）を支援
して、米国原産品を取得し、又は取得を試みたことを理由として、Hangzhou Hualan Microelectronics Co., Ltd.
等が、③権限のない軍事使用目的のための米国原産品の調達に関与している（EAR 違反）可能性があることを理
由として、Wuhan Raycus Fiber Laser Technologies Co., Ltd.が、④SDN（Specially-Designated Nationals）
リストに掲載されている主体へ必要な許可無く EAR 対象製品を輸出し、又は輸出を試みたことを理由として、
Beijing Hileed Solutions Co., Ltd.等が、⑤ロシアの軍事プログラム促進のための米国原産電子部品の調達に関与
                             
1 https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-2021-07-12/pdf/2021-14656.pdf 
2 https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulations-docs/2326-supplement-no-4-to-part-744-entity-list-4/file 
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していることを理由として、OOO Teson等が、⑥核拡散への関与を理由として TEM International FZCがそれぞ
れ追加されています。 

今後に向けて 

 バイデン政権は、新疆ウイグル自治区での強制労働等の人権侵害問題に対し厳しい姿勢を示しており、今回の一
定の中国企業のエンティティ・リストへの追加もこの一環といえます。2021年 7月 13日、バイデン政権は、中
国の新疆ウイグル自治区での強制労働等の人権侵害に関与する事業体がサプライチェーンに含まれていないか、産
業界に注意を促す勧告を更新しました 3。ここでは、米国商務省（the U.S. Department of Commerce）、同国務
省（the U.S. Department of State）、同財務省（the U.S. Department of Treasury）等の省庁が、新疆ウイグ
ル自治区の企業と取引をする際のリスク等について詳細なガイダンスを示しています。中国企業のエンティティ・
リストへの追加は、バイデン政権が、中国との外交政策として、必要に応じて制裁・輸出管理を適用する意思があ
ることの現れであり、今後の動向が注目されます。 
 
 また、EAR の他にも、米中摩擦を背景とした、日本企業にも影響のある米国法上の規制は存在します。そのう
ち、2020年 8月に施行された米国国防権限法については、「米国政府による HUAWEI製品等の排除～国防権限法
889条の施行～」（NO&T U.S. Law Update 米国最新法律情報 No. 50）でご紹介しているとおり、2021年 8月
13 日までに同法 889 条(a)(1)(B)に関する最終規則が公表されることが予定されておりますので、同法について
も、最新の情報を注視する必要があります。 
 

2021年 7月 27日 
 

                             
3 https://www.state.gov/xinjiang-supply-chain-business-advisory/ 
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